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（視　点）
　2019年は、消費税率引上げや度重なる豪雨災害、米中貿易摩擦など、中小企業に大きな影響
を与える出来事が複数発生した年であった。本稿では、信金中央金庫が全国の信用金庫の協力
を得て取りまとめている全国中小企業景気動向調査を用いて、2019年に起きた出来事が中小企
業に与えた影響について回顧するとともに、2020年の展望についてまとめてみたい。
（要　旨）
⃝�2019年の業況は、2018年までの上昇傾向から一転し、足踏み状態が続いた。全体として
は、おおむね堅調な業況が続きながらも、先行きには不透明感が漂っている。

⃝�2020年（令和2年）の経営見通しは、2年連続で低下した。「業況改善の見通しは立たない」
とする回答も増えており、先行きを悲観視する企業が増加傾向にある。とりわけ小規模企
業においては、構造的な要因により、景況感の低迷が続いている。

⃝�消費税率引上げについては、軽減税率やポイント還元制度などを受けて、影響は限定的
だったとのコメントが目立った一方で、小売業を中心に悪影響を受けているとの声もみら
れる。政府が推進しているキャッシュレス・ポイント還元事業については肯定的な意見が
目立ったものの、キャッシュレス化に伴い資金繰りが悪化したとの指摘も多くみられた。

⃝�2019年に頻発した豪雨災害については、大きな被害に見舞われたとのコメントが多い一方
で、災害関連の受注が増加した企業もみられた。

⃝�米中貿易摩擦による悪影響を指摘するコメントは、半導体や自動車関連などの製造業を中
心に多くみられている。

⃝�人手不足に悩まされているとのコメントは、全国から寄せられている。受注断念などの機
会ロスに見舞われている企業のなかには、外国人労働者の採用などの対応をとるケースも
みられる。また、人手不足などをきっかけに省力化などの設備投資に踏み切るとの声も
あった。

⃝�2020年の東京オリンピック・パラリンピックおよび2025年の大阪万博が景気を浮揚する効
果に期待するコメントが多い。一方で、イベント終了後に景気が再度落ち込むのではない
かと懸念する声もあった。

調 査

中小企業景気動向調査からみた2019年の回顧と2020年の展望
－調査員のコメントからわかる中小企業の生の声－

信金中央金庫 地域・中小企業研究所主任研究員
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はじめに

信金中央金庫では、全国の信用金庫の協力

を得て、四半期ごとに「全国中小企業景気動

向調査」を取りまとめている。2019年12月

期調査においては、業況や資金繰り、設備投

資動向などを聞き取る「定例調査」に加え、

「特別調査」として「2020年（令和2年）の経

営見通し」と題した聞取り調査を実施した。

本調査の特徴の1つに、実際に中小企業と

接している信用金庫職員の視点からその企業

を分析した「調査員のコメント」欄の存在が

ある（図表1）。コメント欄には、その企業

の状況について、定型的な調査からはわから

ない実態が細かく描写されており、中小企業

の現状についてわかりやすく伝えている。

そこで本稿では、2019年の3、6、9、12月

に実施された定例調査の結果を振り返るとと

もに、2019年12月調査における「調査員の

コメント」欄をまとめることで、中小企業に

おける2019年の回顧と2020年の展望につい

てまとめてみたい。

1�．2019年の業況の推移と2020年の
経営見通し 

（1）2019年の業況の推移

2019年の業況は、それまでの上昇傾向か

ら一転し、足踏み状態が続いた。業況判断

D.I.は、2018年12月にプラス4.0と27年ぶり

の高水準となったのちに再度マイナスに転換

し、消費増税の影響を受けた2019年12月に

は△7.8となった（図表2左上）。2020年3月

期見通しも△12.3と、一段の低下を見通して

いる。

そのほかの指標を整理する。人手過不足判

断D.I.は、2019年12月で△27.4と「不足」が

「過剰」を大きく上回っており、いまだに強

い人手不足感が続いている（図表2右上）。

第178回全国中小企業景気動向調査表（製造業）

2019年10～12月期

※あてはまらない項目や不明な項目についての番号欄は、空白のままで結構です。

金庫コード ……… 手形交換に使用する統一金庫コードを記入してください。
地 域 番 号 ……… �下記地域番号表を参照して、調査企業の所在地に該当する番号を

記入してください。
業 種 番 号 ……… �下記業種番号表を参照して、該当する番号を記入してください。
従 業 者 数 ……… �雇用者、家族従業者を含み、パートを除く従業者数を

0 0 ₅人 のように記入してください。
また、パート・アルバイト数につきましては、調査時点における
人数を記入してください。

＜番号記入要領＞

信用金庫

（地域番号表）

（₀₁） 北　海　道
（₀₂） 青　　　森
（₀₃） 岩　　　手
（₀₄） 宮　　　城
（₀₅） 秋　　　田
（₀₆） 山　　　形
（₀₇） 福　　　島
（₀₈） 茨　　　城
（₀₉） 栃　　　木
（₁₀） 群　　　馬
（₁₁） 埼　　　玉
（₁₂） 千　　　葉

（₁₃） 東　　　京
（₁₄） 神　奈　川
（₁₅） 新　　　潟
（₁₆） 山　　　梨
（₁₇） 長　　　野
（₁₈） 富　　　山
（₁₉） 石　　　川
（₂₀） 福　　　井
（₂₁） 岐　　　阜
（₂₂） 静　　　岡
（₂₃） 愛　　　知
（₂₄） 三　　　重

（₂₅） 滋　　　賀
（₂₆） 京　　　都
（₂₇） 大　　　阪
（₂₈） 兵　　　庫
（₂₉） 奈　　　良
（₃₀） 和　歌　山
（₃₁） 鳥　　　取
（₃₂） 島　　　根
（₃₃） 岡　　　山
（₃₄） 広　　　島
（₃₅） 山　　　口
（₃₆） 香　　　川

（₃₇） 愛　　　媛
（₃₈） 徳　　　島
（₃₉） 高　　　知
（₄₀） 福　　　岡
（₄₁） 佐　　　賀
（₄₂） 長　　　崎
（₄₃） 熊　　　本
（₄₄） 大　　　分
（₄₅） 宮　　　崎
（₄₆） 鹿　児　島
（₄₇） 沖　　　縄

（業種番号表）

（11）食料品製造業
（12）�繊維工業（衣服・その他の

繊維製品を除く）
（13）�衣服・その他の繊維製品製

造業
（14）�木材・木製品製造業（家具

を除く）
（15）家具・装備品製造業
（16）パルプ・紙・紙加工品製造業
（17）出版・印刷・同関連産業
（18）化学工業

（19）ゴム製品製造業
（20）�なめしかわ・同製品・毛皮

製造業
（21）窯業・土石製品製造業
（22）鉄鋼業
（23）非鉄金属製造業
（24）�金属製品製造業（25・26を

除く）
（25）�建設用・建築用金属製品製

造業（製かん板金業を含む）
（26）金属プレス・メッキ・

彫刻業、熱処理業
（27）一般機械器具製造業
（28）電気機械器具製造業
（29）輸送用機械器具製造業
（30）精密機械器具製造業
（31）貴金属製品製造業
（32）がん具・運動競技用具製造業
（33）�装身具・装飾品・ボタン同

関連品製造業
（34）プラスチック製品製造業
（35）その他の製造業

調査員のコメント

お忙しいところご協力いただきましてありがとうございました。

特別調査 「2020年（令和２年）の経営見通し」

問１．�貴社では、2020年の日本の景気をどのように見通していますか。次の中から１つ選んで
お答えください。

問２．�貴社では、2020年の自社の業況（景気）をどのように見通していますか。次の中から
１つ選んでお答えください。

問３．�2020年において貴社の売上額の伸び率は、2019年に比べておおよそどのくらいになる
と見通していますか。次の中から１つ選んでお答えください。

問４．�貴社では、自社の業況が上向く転換点をいつ頃になると見通していますか。次の中から
１つ選んでお答えください。

問５．�10月以降の貴社の経営は、消費税率引上げ前の見通しと比べて、どのような影響を受
けていますか。受けている影響とその理由について、最も当てはまるものを１つ選んで
お答えください。

1．非常に良い
2．良い
3．やや良い

4．普通 5．やや悪い
6．悪い
7．非常に悪い

1．非常に良い
2．良い
3．やや良い

4．普通 5．やや悪い
6．悪い
7．非常に悪い

1．30％以上の増加
2．20～29％の増加
3．10～19％の増加
4．10％未満の増加

5．変わらない 6．10％未満の減少
7．10～19％の減少
8．20～29％の減少
9．30％以上の減少

1．すでに上向いている
2．６か月以内
3．１年後
4．２年後

5．３年後
6．３年超
7．業況改善の見通しは立たない

見通しより良い影響

1．ポイント還元制度
2．食品等の軽減税率
3．自動車・住宅等の
　 各種税制優遇措置
4．特需の発生
5．その他（　　　　　）

見通しと変わらない

6．変わらない

見通しより悪い影響

7．売上の減少
8．利幅の縮小
9．事務負担の増加
0．その他（　　　　　）

回答欄
�
～
�

回答欄
�
～
�

�
～
�

回答欄
1．～7．

1．～7．

回答欄
1．～0． �

～
�

回答欄
�
～
�

1．～7．

1．～9．
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図表1　全国中小企業景気動向調査の調査表（左下、破線の円部分が「調査員のコメント」）

（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成
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資金繰り判断D.I.は、2019年12月で△7.8と、

いまだに「厳しい」が「容易」を上回ってはいる

ものの、バブル崩壊後に一時△30程度で推

移していたことと比較すると、相対的にマイ

ナス幅が小さい水準で推移している（図表2

左下）。設備投資実施企業割合は、2019年9

月に22.9％と26年ぶりの高水準に達するな

ど、おおむね高い水準で推移している。な

お、見通しが大幅に低下しているが、本調査

では、実際の実績が前期時点の見通しを2～

3％ポイントほど上回ることが通常であるた

め、見通しが低いからと言って、来期の設備

投資実施企業割合が低下するとは限らない

（図表2右下）。全体としては、おおむね堅調

な業況が続きながらも、先行きには不透明感

が漂っているといえよう。

（2）2020年の経営見通し

先行きの不透明感は、特別調査として実施

した「2020年（令和2年）の経営見通し」か

らもみて取れる。

2020年の我が国の景気見通しについて尋

ねたところ、「良い」（「非常に良い」･「良い」

･「やや良い」の合計）から「悪い」（「やや

悪い」･「悪い」･「非常に悪い」を差し引い

た数値が△27.7と、1年前の調査（△11.6）

と比べて16.1ポイント低下した（図表3）。ま

た、自社の業況見通しについても△22.2と、

1年前の調査（△8.6）から13.6ポイント低下

した（図表4）。どちらも、1992年の同調査

開始以来の平均（我が国の景気見通しは	

△55.2、自社の業況見通しは△40.9）を大き

く上回ってはいるものの、2年連続の低下と

△6.0

△8.5

△5.3

△3.3

1.2

△2.1
△2.5

△2.1

4.0

△3.7
△3.3

△4.7

△7.8

△12.3

△14
△12
△10
△8
△6
△4
△2
0
2
4
6

16.12 17.3 17.6 17.9 17.12 18.3 18.6 18.9 18.12 19.3 19.6 19.9 19.12 20.3

（D.I.） 業況判断D.I.

△21.4
△21.5

△21.3

△22.7
△26.7

△26.9
△26.0

△26.0

△29.9
△27.4

△27.0
△27.4

△25.8

△35
△30
△25
△20
△15
△10
△5
0

16.12 17.3 17.6 17.9 17.12 18.3 18.6 18.9 18.12 19.3 19.6 19.9 19.12 20.3

（D.I.） 人手過不足判断D.I.

△7.7

△8.8

△5.5
△5.6

△5.4

△6.8

△4.0

△5.1
△5.0

△6.4

△4.9

△6.7 △7.8

△9.2

△10
△9
△8
△7
△6
△5
△4
△3
△2
△1
0

16.12 17.3 17.6 17.9 17.12 18.3 18.6 18.9 18.12 19.3 19.6 19.9 19.12 20.3

（D.I.） 資金繰り判断D.I.

21.3

21.2

22.2 22.1

21.6

22.0
22.6

22.1

22.3 22.3

22.1

22.9
22.6

19.7

18

19

20

21

22

23

24

16.12 17.3 17.6 17.9 17.12 18.3 18.6 18.9 18.12 19.3 19.6 19.9 19.12 20.3

（％） 設備投資実施企業割合

（見通し） （見通し）

（見通し） （見通し）

△28.9

図表2　全国中小企業景気動向調査における主要指標の推移

（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成
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なっている。

また、「自社の業況が上向く転換点」はい

つか尋ねたところ、「すでに上向いている」

とする回答割合が15.2％と、過去最高となっ

た昨年から4.1ポイント低下する一方で、「業

況改善の見通しは立たない」とする回答割合

は、2002年の調査開始以来、最多の34.2％と

なった（図表5）。景気拡大が戦後最長に

なった可能性が指摘されているなかで、むし

ろ先行きを悲観視する企業が増加傾向にある

ことがみて取れる。とりわけ小規模企業にお

いては、構造的な要因により、景況感の低迷

が続いている。

以上を踏まえ、次章では、2019年から

2020年にまたがる主要なキーワードとして

「消費税（キャッシュレス決済を含む。）」、

「天災・環境問題」、「米中貿易摩擦」、「人手

不足・設備投資」、「東京オリンピック・パラ

リンピック、大阪万博」の5つをピックアッ

プし、まとめることとする。

2．調査員のコメントから

（1）消費税率引上げ

消費税率の8％から10％への引上げは、景

気への悪影響の懸念から、これまで2回にわ

たって見送られてきた経緯がある（図表6）。

中小企業においても、前回、8％に引き上

げられた際、一部の企業で引上げ分を販売価

格に転嫁できないなどのケースが発生したた

め、今回も経営への影響が懸念されていた。

ただ、12月に実施した特別調査において、

引上げ前の見通しと比べて経営にどのような

影響を受けたか尋ねたところ、「見通しと変

わらない」が70.7％、「見通しより悪い影響」

が24.9％、「見通しより良い影響」が4.4％と

なり、おおむね当初想定通りの結果となった

といえよう。調査員のコメントからも、以下

の通り、製造業、卸売業、建設業、不動産業

などを中心に影響は限定的だったとの声が目

立った。軽減税率やポイント還元制度などが

支えになったとのコメントも多くみられてい

る（図表7）。

一方で、小売業など消費者に近い業種を中

△27.7
平均
△55.2

△100
△80
△60
△40
△20
0
20

92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19

「良い」－「悪い」

（年調査）

図表3　我が国の景気見通しの推移

△22.2
平均
△40.9

△100
△80
△60
△40
△20
0
20

92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19

「良い」－「悪い」

（年調査）

図表4　自社の業況見通しの推移

5.5
8.3

10.9
12.6

13.1
10.9

3.9
4.7 7.1

9.2
9.2

14.2
14.1

14.9
14.0

17.9 19.3

15.2

すでに上向き

29.4

26.4
26.7

24.9

27.1
30.4

25.1 25.9

29.9

29.3

31.3

27.9

31.6

30.8

31.6

31.0 31.3

34.2

業況改善の
見通しなし

0
5
10
15
20
25
30
35
40

02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19

（％）

（年調査）

図表5　自社の業況が上向く転換点の推移

（備考）信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成
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心に、悪影響を受けているとのコメントもみ

られている（図表8）。消費税の影響につい

ては、業種間格差が比較的大きいといえる。

また、軽減税率については、前述のとおり

業況の下支えになったと評価する声がある一

方で、事務負担が増加したり、レジなどの設

備投資が必要となるなど、負の影響を指摘す

る声も目立っている（図表9）。

今後については、2020年6月のポイント還

元制度の終了を控えて、図表8と同様、小売

図表6　消費税率引上げをめぐる動き�
年 月 出来事

2014年  4月 消費税率を5％から8％に引上げ

2014年11月 税率の引上げ時期を当初予定の2015年10月から2017年4月に変更

2016年  6月 税率の引上げ時期を当初予定の2017年4月から2019年10月に変更

2019年10月 消費税率を8％から10％に引上げ

（備考）新聞報道資料等より信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成

図表7　消費税率引上げについて「影響は限定的」とするコメント�
コメント 業種 都道府県

増税による販売価格の改定を受けて、売上減少が懸念されたものの、大幅な変動はな
かった。 事務用品卸 神奈川県

消費税が10％になるのは仕方ないと思っていた人が多かったからか、影響は少なかっ
たように思う。

時計、メガネ、
宝飾品小売 福島県

消費増税の影響は良くも悪くも見られない。 工業用木型製造 静岡県

消費増税前と受注の変動に大きな変化は見受けられない。 建築資材卸 静岡県

消費増税の影響はあるものの、軽減税率やキャッシュレスの影響から、大きくマイナ
スにはなっていない。 コンビニ 北海道

消費増税後も、軽減税率やポイント還元のおかげで客足はほとんど変わらない。 和菓子製造 岩手県

政府の増税対策もあり、駆け込み需要も限定的だったため、増税後も目立った落ち込
みはない。

住宅建築
請負、宅地分譲 秋田県

消費増税の影響はほとんど受けていない。 建売分譲・仲介 東京都

（備考�）コメントについては、いずれも信金中央金庫 地域・中小企業研究所および東京都信用金庫協会資料より作成（以下同じ）

図表8　消費税率引上げについて「悪影響を受けている」とするコメント�
コメント 業種 都道府県

消費増税の影響で飲食店が低迷しており、当社も売上げが減少している。 アナゴ、モズク卸 愛知県

商店街自体の収益力低下に加え、増税に伴う買い控えの影響により、売上が減少して
いる。 時計、宝飾品小売 北海道

飲食料品は税率8％のままだが、増税したと勘違いし、買い控えしている顧客が多い。 米穀類小売 群馬県

消費増税に伴い、消費が落ち込んでいる様子。 青果卸 滋賀県

消費増税の影響はほとんどないと当初は考えていたが、実際は売上減少や現材料価格
上昇など大きな影響があった。

カステラ、和菓子
製造 熊本県
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業など消費者に近い業種を中心に懸念する声

が多く聞かれる（図表10）。

一方、業種によっては、以下の通り消費税

率引上げへの関心はすでに薄くなっており、

米中貿易摩擦や災害対応、人手不足などに焦

点が移りつつある（図表11）。今後は、ポイン

ト還元制度終了後の消費動向が注目されよう。

（参考）キャッシュレス決済の浸透

今回の消費増税の特徴として、需要平準化

図表9　軽減税率について「悪影響を受けている」とするコメント�
コメント 業種 都道府県

売上は軽減税率の8％である一方、仕入れは8％と10％の両方があり、事務も煩雑に
なった。できることなら消費税は一本化していただきたい。 給食、弁当 愛知県

消費増税については、現状、売上に関する影響はないが、事務負担は多いと感じてい
る。 茶製造販売 埼玉県

消費増税に伴い、電子マネーやクレジットカードに対応するための機器や、ソフト導
入に伴う経費が増加し、さらに複数税率導入に伴う帳票類の仕分けや整理等も煩雑化
している。

生鮮食料品小売 長野県

当店では軽減税率は関係ないものと思い込んでいたが、実際は税区分が発生したた
め、急遽レジを買い替えた。 化粧品小売 静岡県

消費税率引上げにより、売上には影響がないものの、事務的な負担は少し増えた。 自動車整備 和歌山県

消費増税に伴い、レジなど設備資金が必要となったうえ、顧客の購入単価が低下し、
収益が悪化した。 パン小売 広島県

軽減税率の導入に伴いレジやシステム等を一新したものの、いまだ事務処理や勘定等
において不慣れな部分があり苦慮している。 自動車整備 東京都

図表10　消費税率引上げについて今後を懸念しているコメント�
コメント 業種 都道府県

販売量は増税前とほぼ変わらなかった。ポイント還元終了後は予測ができない。 食肉卸 静岡県

消費税率引上げによって想定以上の売上げ減があった。今後、よくなっていくイメー
ジもわかない。 仕事服小売 宮城県

消費増税の影響は目立ってないが、今後影響があると予想している。 家電小売 新潟県

消費増税に伴い、来年以降は不安要素が大きい。 家具小売 長野県

消費増税前の想定ほどは数字が下がらなかったものの、今後の見通しには懸念を抱い
ている。 管材、外構資材卸 宮城県

図表11　消費税率引上げについてそれほど懸念していないとするコメント�
コメント 業種 都道府県

消費税率引上げより、米中の関係悪化等の世界情勢の見通しの立たなさによる需要の
減少のほうが深刻である。

VTR部品、
自動車部品製造 神奈川県

米中貿易摩擦の影響が大きく、消費増税の影響は受注減少の要因とは無関係。 鋳造用中子製造 岡山県

消費増税の影響は特にない様子。人手不足が深刻。 工作機械、工具卸 岩手県

増税の影響は今のところ感じていない。不況の原因は別なところにあると考えている。 プロパンガス小売 北海道

消費増税より、台風19号による売上げ減少が深刻である。 飲食 長野県
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策として実施されたキャッシュレス・ポイン

ト還元事業の存在がある。キャッシュレスは、

企業の生産性向上や消費者の利便性向上にも

つながるとされていることから、今後も政府

が積極的に推進していくものと思われる。

調査員のコメントでは、キャッシュレスに

ついて、「面倒」「利用者がいない」という声も

一部でみられたものの、おおむね、以下の通

り積極的、肯定的な意見が目立った（図表12）。

一方で以下の通り、キャッシュレス化に伴

い資金繰りが悪化したとのコメントが全国か

ら寄せられている（図表13）。売上げの裏付

けがある資金繰りの悪化は、信用金庫にとっ

てはモニタリングの必要性が増加する一方

で、運転資金ニーズを取り込むチャンスとも

なりうる。今後のキャッシュレスのさらなる

進展に伴い、資金繰り対応が望まれることと

なろう。

図表12　キャッシュレス決済について積極的、肯定的なコメント�
コメント 業種 都道府県

クレジットカードを利用できるよう、決済手段の拡充を図る。 包装資材卸 山梨県

キャッシュレス会計が増えたことにより、現金に触る日数が減ってきた。 食肉卸 神奈川県

キャッシュレス還元制度を積極的に取り入れ、消費増税による影響を抑制しようとし
ている。 包装資材卸 愛媛県

消費増税による商品表示の変更などに負担感を強く持っている。消費落ち込みの対策
として、キャッシュレス決済の導入などを積極的に行っている。 衣料品小売 北海道

ポイント還元は徐々に浸透しつつあり、キャッシュレス決済で購入する顧客は増えている。 化粧品販売 長野県

キャッシュレス化が進んだことで現金回収が減り、労務負担も削減された。 洋菓子小売 三重県

キャッシュレスのポイント還元により、普段あまり来店しない若年層の来店が増加し
ている。 米小売 静岡県

最近はキャッシュレス決済での支払いが増加している。導入の効果が徐々に出始めて
いる。 自動車販売修理 東京都

図表13　キャッシュレス決済によって資金繰りが悪化したとするコメント�
コメント 業種 都道府県

キャッシュレス決済の倍増により、資金回収までタイムラグがあるため、資金繰りが
懸念される。 食料品小売 栃木県

キャッシュレス決済により、売上げは伸びる予想ではあるが、その分資金繰りが悪化する。 酒小売 埼玉県

消費増税に伴う還元制度により、クレジットカード払いが増加したため、資金繰りが
厳しくなった。 飲食料品小売 千葉県

インターネット販売が好調。キャッシュレスの増加により、入金までの運転資金につ
いて資金繰り不安あり。 靴、履物小売 新潟県

クレジットカードによる売上げの増加に伴い、資金繰りに支障が出ている。 食料品、雑貨小売 長野県

キャッシュレス化の弊害として、事務負担の増加、粗利の低下、代金回収サイトの長
期化が起きている。

タバコ、
宝くじ小売 静岡県

キャッシュレス決済が増えたことで、回収条件が悪化し、資金繰りに悪影響が出ている。 居酒屋 大阪府

5％還元によりキャッシュレスを利用する人が多く、一時的に資金繰りがタイトに
なっている。 美容院 広島県
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（2）天災・環境問題

近年、各地で発生する自然災害は、地域に

拠って立つ中小企業に与える影響が極めて大

きい。とりわけ2019年は、台風19号をはじ

めとして、各地で発生した豪雨災害が地域に

甚大な被害を与えた（図表14）。

調査員のコメントからも、商品や設備への

直接的な被害のほか、風評被害の発生、取引

先の被災に伴う売上げの減少など、被害の大

きさを物語る数多くの声が聞かれている。一

部の企業では、被害からの立直りに遅れもみ

られる（図表15）。

一方で、建設業を中心に、災害を起点として

受注が増加する動きもみられる（図表16）。

図表14　2017年以降に発生した主な災害�
年 月 出来事 死者・行方不明者 住家被害（全壊・半壊）

2017年  7月 平成29年7月九州北部豪雨 44名 1,439棟

2018年  6月 大阪府北部地震 6名 504棟

2018年  7月 平成30年7月豪雨（西日本豪雨） 271名 18,129棟

2018年  9月 北海道胆振東部地震 43名 2,129棟

2019年  8月 令和元年8月の大雨（九州北部豪雨） 4名 972棟

2019年  9月 令和元年房総半島台風 3名 4,595棟

2019年10月 令和元年東日本台風 102名 32,036棟

（備考）1．消防庁資料（2020年1月20日時点）より信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成
2．平成29年7月九州北部豪雨の被害には、6月からの梅雨前線による被害を含む。
3．平成30年7月豪雨の被害には、台風12号による被害を含む。
4．令和元年東日本台風の被害には、10月25日からの大雨による被害を含む。
5．死者・行方不明者には、災害関連死者を含む。

図表15　自然災害によって損害を受けたとするコメント�
コメント 業種 都道府県

台風の影響を受け、農作物に被害が出た。 農作物販売 千葉県

豪雨の影響でイチゴの値段があがり、仕入れができない。 菓子製造業 大分県

先日の豪雨災害で部品会社が被災したため、元受け企業から生産を一時停止してほし
いとの依頼あり。復旧のめどが立っておらず、納品できない製品が山積み状態となっ
ている。

農機具部品製造 新潟県

自然災害の影響により、物流量が減少している。商品の確保が難しい。 青果物卸 茨城県

台風19号の影響で果樹農家に多大な被害が出たことに伴い、来年度の売上げは減少見
込みである。 農薬卸 長野県

台風19号による被害を受け、工場内の在庫が売り物にならない状態になった。12月中
に機械は直る予定だが、従来通りにまで回復するには時間がかかる。 米穀卸 静岡県

全国的な水害等の影響から中古車が不足しており、利幅が縮小している。 自動車販売 岡山県

台風被害による経済の低迷が続くと考えている。これから被害のある家の取り壊し
後、土地の売却などが始まる様子である。 不動産仲介 千葉県

冠水等、台風の被害を受けた地域のイメージ悪化は避けられない。 不動産賃貸、仲介 静岡県

被災以前と比較し、固定客が3分の1程度にまで減少している。 美容院 岡山県

台風による鉄道や高速道路のストップを受け、宿泊キャンセルが80％に達した。資金
繰りにも支障が出る見込みである。 宿泊業 長野県

台風の影響により、予約がキャンセルになり客足が減少した。 旅館・ホテル 東京都
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また、近年の特徴として、環境問題が一部

企業の経営を大きく左右しているケースが散

見される。具体的には、以下の通り気候変動

等に伴う農水産物の収穫高の減少や、脱プラ

スチック問題、ハイブリッド車の普及に伴う

ガソリン需要の減退などが挙げられる（図表

17、18）。

2020年も、天災・環境問題への対応は避

けられないものと思われる。

図表16　自然災害によって受注の増加を見込むコメント�
コメント 業種 都道府県

災害用ベッドを道内各自治体に売り込み営業中。今後の柱の1つとするべく注力して
いる。 紙加工品製造 北海道

防災機器設置の法制化に伴い、需要が増えている。 消防・防災設備 北海道

豪雨災害の影響もあり、草刈り機やチェーンソー用のガソリン缶の需要が高まってい
る。 ブリキ缶製造 大阪府

台風等の自然災害の影響により、コンクリートブロックの需要が増加している。 コンクリートブ
ロック製造 三重県

台風19号の影響で災害復旧工事の増加が見込まれる。 総合工事 栃木県

今後、減災・復興工事の受注が増える見通し。 総合土木 茨城県

沿岸部の災害復旧工事を主体に業況活発である。 土木工事 岩手県

長野県の水害の影響を受け、地元の治水工事が進むことが期待できる。 土木・建築工事 新潟県

これまでの災害復旧工事から、砂防ダム工事等の防災にシフトしている。 総合建設 三重県

2018年の西日本豪雨災害の復興工事については、2020年以降もすでに受注が決まって
いる。人手不足が当面の課題。 一般土木建築工事 広島県

台風の影響等で個人からのリフォーム受注が多数あり、売上が伸びている。 建設業 東京都

台風の影響から各地インフラに不具合が増加し、受注が増加傾向である。 建設コンサルタント 群馬県

台風の影響により、大規模なプラント修理が見込まれており、受注が安定している。 ビルメンテナンス 千葉県

図表17　気候変動等による影響を受けたとするコメント�
コメント 業種 都道府県

自然環境が大きく影響する業種であるため、地球全体の環境の変化が心配である。 水産加工卸 静岡県

昆布を含め北海道の水産物が不漁で、仕入れ価格が上昇している。気候変動が影響し
ており、短期的な改善が見込めない。 昆布加工 福井県

アサリの国内漁獲が減少しており、中国、韓国産でしのいでいる。 魚介類卸 千葉県

不漁により、収益確保が難しくなっている。 水産物卸 静岡県

漁獲高減少による影響を受けている。一方、ふるさと納税の贈答品等で売上げを伸ば
している。 農畜産物卸 愛媛県

海苔の不作が続いており、質、量の確保が大きな課題である。 海苔卸 千葉県

魚類の全体的な取れ高の不振もあり、売上が減少気味。 水産物卸 兵庫県

予想外の災害や温暖化により、野菜の収穫や販売価格に大きな影響を及ぼしている。 玉ねぎ他野菜卸 兵庫県

天候に販売価格が左右されている。全国的に天災が発生しており、安定した価格での
供給が難しくなっている。 野菜卸 茨城県

昨今の異常気象により、そば、小麦の生産量・品質が大きくぶれている。 そば粉製造 千葉県
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（3）米中貿易摩擦

米中間で発生した貿易摩擦は、中国経済の

減速を通じて、半導体や自動車関連などの製

造業を中心に中小企業の経営にも打撃を与え

ている。2020年に入って米中が「第1段階の

合意」に応じ、2018年から始まった関税引

上げの流れが一段落はしているものの、いま

だに予断を許さない状況である（図表19）。

図表18　環境問題に関連するコメント�
コメント 業種 都道府県

脱プラスチックに向けての商品開発を親会社と共同で進める話がある。 薬包紙製造 長野県

プラスチック業界に対する風当たりが今後強くなっていくことが予想され、時代の流
れにどう対応するのか社内でも話し合いが行われている。 プラスチック成型 静岡県

脱プラスチック問題に頭を抱えている。 プラスチックトレー
製造 静岡県

原材料である再生プラスチックの仕入れで大手飲料メーカーとバッティングし、価格
が高騰している。 卵パック製造 奈良県

ハイブリッド車やEV車が多くなり、ガソリン需要が低下している。 石油等小売 岩手県

低燃費車やEV車の台頭により、採算が悪化している。一部ガソリンスタンドを閉鎖
し、主要仕入れ先である石油元売り会社の協力を得て小規模介護施設を開設した。 石油等小売 長野県

図表19　米中貿易摩擦の時系列推移�
米国側の措置 中国側の措置

米国の追加
関税対象相
当額

追加関税率 米国の追加関税主
要品目

中国の追
加関税対
象相当額

追加関税率 中国の追加関税
主要品目

＜2018年＞

第1弾	
（7月6日） 306億ドル 25％ 産業機械など

818品目
第1弾	

（7月6日） 340億ドル 25% 大豆、自動車
など529品目

第2弾	
（8月23日） 146億ドル 25％ 半導体など

284品目
第2弾	

（8月23日） 160億ドル 25% 古紙など
333品目

第3弾	
（9月24日） 2,068億ドル 10％ 家具、家電、食料

品など5,745品目
第3弾	

（9月24日） 600億ドル 最大25% LNG、木材など
5,140品目

<2019年>

第3弾の	
追加措置	
（5月10日）

1,600億ドル

右記のうち1,600
億ドル相当の物
品の追加関税率
を10%から25%へ
引上げ

家具、家電、食料
品など5,745品目

第3弾の	
追加措置	
（6月21日）

600億ドル

右記600億ドル
相当の物品の追
加関税率を5～
10％から10～25	
％へ引上げ

LNG、木材など
5,140品目

第4弾	
（9月1日） 1,114億ドル 15%

スマートウォッチ、
半導体メモリーな
ど3,243品目

第4弾	
（9月1日）

750億ドル
従来の関税率に
5～10％上乗せ。
または新規に追
加→一部見送り

大豆、原油、
化学製品など
1,717品目

第4弾の	
追加措置	
見送り	

（12月15日）
1,600億ドル 15%→見送り

スマホ、パソコン、
衣類、玩具など
555品目

第4弾	
見送り	

（12月15日）

木材、自動車、
織物など
3,361品目

<2020年>

第1段階	
の合意	
に署名	

（1月15日）
1,114億ドル

第4弾（2019年9月
発動分）の追加関
税15%を7.5%へ
引下げ

スマートウォッチ、
半導体メモリーな
ど3,243品目（第4
弾2019年9月分）

第1段階	
の合意	
に署名	

（1月15日）

（米国からの工業製品や農産品、エネルギー、
サービスの輸入を2年間で2,000億米ドル増やす
ことで合意）

（備考）1．新聞発表資料等より信金中央金庫 地域・中小企業研究所作成
2�．米中貿易摩擦の詳細については、2019年12月26日付ニュース＆トピックス「対米貿易摩擦に翻弄される中国経済
～第一段階の合意は本格的な貿易摩擦の始まりに過ぎない～」https://www.scbri.jp/PDFnews&topics/20191226.
pdfを参照されたい。�
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コメントをみると、半導体や自動車関連な

どの製造業を中心に、悪影響を指摘する声が

ある。また、企業によっては2020年以降も

見通しは不透明と回答しており、今後も業況

を下押しする懸念が残る。現時点で緊張はや

や緩和しているものの、今後も注視が必要で

あろう（図表20）。

（4）人手不足・設備投資

深刻化する人手不足は、「人手不足倒産」

の増加をもたらすなど、中小企業の影響に多

大な影響を及ぼしている（図表21）。

コメントからは、人手不足から、受注断念

などの機会ロスに見舞われている企業も散見

される。一部企業では、外国人や障がい者の

採用、M＆Aによる人材増強などの対応を

とっている企業がみられる（図表22）。

一方で、人手不足などをきっかけに省力化

などの設備投資に踏み切る企業もみられる

（図表23）。今後も、労働力人口の減少を背

景に、人手不足の状況は大きく変化しないも

のと考えられるため、設備投資などを通じた

企業の生産性向上が求められよう。

図表20　米中貿易摩擦に関連するコメント�
コメント 業種 都道府県

米中貿易摩擦の長期化により半導体部品を中心に生産は減少している。 空調機器部品製造 神奈川県

米中貿易摩擦の影響を受け、取引先の業況が悪く、受注が減っている。 板金加工 神奈川県

米中貿易摩擦や中国経済の減速の影響を間接的に受けている。 釣り具部品、
自動車部品製造 長野県

米中貿易摩擦の影響を受けて、受注が伸び悩んでいる。 自動車部品製造 静岡県

半導体市場は、米中貿易摩擦に加えて、同業者間の価格競争激化を受けて、悪化を予
測している。

半導体装置部品製
造 三重県

米中貿易摩擦により自動車企業からの受注が減少。今まで断ってきた大口受注などの
案件についても対応することで売上げ確保を図る。 省力化機械製造 兵庫県

米中貿易摩擦を受けて古紙価格が暴落した。 古紙卸 静岡県

米中貿易摩擦により、近隣の自動車会社が被害を受けており、ひいては自社の売上げ
にも影響が出る。

ゲーム、
貴金属販売 愛知県

中国経済の停滞で受注は減少している。2020年はさらに悪化を予想している。 油面計製造 東京都

中国経済減退の影響はあるが、取引先のベトナムシフトを受け、ベトナム工場は活況
を呈しており、トータルでは増収傾向にある。

プラスチック成型
品製造 長野県

34

70 65
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図表21　人手不足倒産の件数の推移

（備考�）帝国データバンク資料より信金中央金庫 地域・中
小企業研究所作成
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（5�）東京オリンピック・パラリンピック、大

阪万博

2020年の東京オリンピック・パラリンピッ

ク（以下「オリパラ」という。）および2025

年の大阪万博について、景気を浮揚する効果

に期待する声は中小企業の間でも大きい。コ

メントからは、オリパラはもちろん、すでに

大阪万博に関連した受注を見込む企業も増え

ている（図表24）。

一方で、オリパラおよび大阪万博がもたら

す負の影響や、イベント終了後に景気が再度

落ち込むのではないかと懸念する声も聴かれ

る（図表25）。特に2020年は、オリパラ終了

後の景気の動向が注目されよう。

図表22　人手不足の深刻化に関するコメント�
コメント 業種 都道府県

受注が多く、断ることも多い。人材の確保が急務である。 鉄鋼板金の製作加
工 静岡県

本社所在地は人口が減少しているため、山陽地区への販路開拓を進めている。人材不
足が課題で、社長自らヘッドハンティングを行っている。 鋼材、工具卸 山口県

人手不足のため機会ロスがうかがえる。 農産物卸 福岡県

近年、若い美容師が都会に出て行ってしまい、地元で人手不足が深刻化している。 美容業 滋賀県

外国人労働者の採用を開始する。今後も介護部門で人材が必要となるため、進めてい
く予定。 医療・福祉 兵庫県

人材不足解消のため、10月よりベトナムから技能実習生2名を採用している。 建築資材卸 愛知県

人手不足のため、後継者難の先のM＆Aも視野に入れている。 設備工事 静岡県

人材不足から、受注を断念するケースもある。人手、特に現場監督の雇用が急務であ
る。 土木・建築工事 静岡県

業界全体が人材不足で日々多忙だが、それによって利益が増しているというわけでは
ないように感じる。 土木一式総合建設 岡山県

人手不足感が強く、工事が遅れるケースもある為常に経営のリスクを抱えている。加
えて、人件費の上昇が収益を圧迫している。 土木工事 東京都

人材募集サイトの利用を検討したが、障がい者採用や、他社よりも条件を優遇したう
えでハローワーク経由にて人材を獲得した。クラウド会計による効率化を検討してい
る。

バーカー製造 北海道

人手不足解消のため、外国人労働者のみならず、障がい者採用も検討している。 米菓製造 愛知県

図表23　設備投資の積極化に関するコメント�
コメント 業種 都道府県

11月に設備を導入したことにより、今までより作業効率が上がり、新規先へ営業する
ことが可能となった。

名刺、教材等の印
刷 神奈川県

設備投資による生産効率化を実施した。また、自社通販サイトを開始し、直販化を始
める。 鰹節製造 静岡県

今年5月に新工場を設立して新設備を導入。生産体制が見直され、業務効率が上がっ
ている。 茶加工業 静岡県

新型設備導入により、新規顧客を獲得。仕事量が増加しているが、働き方改革により
労働時間を抑えねばならず、業務効率化の方法を模索中。 クリーニング 神奈川県
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おわりに

本稿では、2019年の3、6、9、12月に実施

された定例調査の結果を振り返ることで、お

おむね業況が堅調ながらも先行きには不透明

感があることを指摘した。また中小企業にお

ける2019年の回顧と2020年の展望について

主だったコメントをまとめた。

本稿で採用しているコメントは、いずれも

信用金庫職員が調査員となり、営業の合間

を縫って収集したものである。この場を借

りて改めてお礼を申し上げるとともに、今後

ともコメント欄への積極的な記入をお願いし

たい。

最後に、2020年が中小企業にとって良い

年となるよう、エネルギッシュなコメントを

紹介して終わりとする（図表26）。

図表25　東京オリンピック・パラリンピック、大阪万博関連で懸念しているコメント�
コメント 業種 都道府県

東京オリンピックについては、海外からの観光客が浴衣を買うという見方がある一方
で、警備員が東京に集中してしまい、地方の花火大会が中止となり、浴衣の需要が減
少するのではないかとの見方が業界内にある。

浴衣製造 静岡県

オリンピック中は、こちらに客が来ないのではと危惧している。 旅館 三重県

大阪万博開催に伴い、資材や機材が仕入れ困難になる可能性がある。 住宅サッシ外壁卸 滋賀県

オリンピックに人手を取られて人件費や資材が高騰しているため、経営を圧迫し厳し
い状況となっている。 一般住宅建築 東京都

ポイント還元制度やオリンピック終了後の消費、景気動向に不安がある。 飲食料品小売 静岡県

オリンピック後の仕事の減少を予想し、従業員数を削減した。 建築材製造 静岡県

オリンピックによる経済の活性化はある程度見込まれるが、継続していくかどうかの
見通しは立てづらい。 総合工事 静岡県

東京オリンピックの後は、景気も業況も悪くなるだろうと思料している。 不動産売買仲介 大分県

オリンピックインフラ工事が次々と終了しており、今後の同業他社との競争激化が予
想される。 鉄筋工事 岐阜県

図表24　東京オリンピック・パラリンピック、大阪万博に期待するコメント�
コメント 業種 都道府県

東京オリンピックや大阪万博に伴うホテル需要を受けて受注増加を見込む。 家具製造 北海道

2020年はオリンピックを控え、5Gの本格稼働も期待できることから、受注は確保で
きる見通し。

光通信デバイス製
造 山梨県

東京オリンピックの仕事から戻ってきた従業員が職場内勉強会を開き、東京での仕事
のやり方等、作業効率向上に向けた取組みも行っている。 看板製造 岡山県

東京オリンピックに合わせて、4K、8Kなど、対応テレビの注文が見込まれている。 家電小売 富山県

外国人旅行客が増加傾向、東京オリンピックに向けてさらに増加見込みあり。 旅館 静岡県

すでに大阪万博にかかわる工事の相談も来ている。 土木工事 北海道

大阪府内においては、2025年の万博までは建設業界多忙と予想している。 生コン、建材卸 大阪府

オリンピックや万博誘致などの影響から、観光業関係からの受注が非常に多く、ここ
数年は続くと予想している。 型枠工事 大阪府
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図表26　中小企業からのエネルギッシュなコメント�
コメント 業種 都道府県

2020年以降は景気が後退するとの先入観を持っている人が多いが、景気は大部分が人
の「気」である。購入する「気」が上向くように、政策企画を官民一体で発信してい
きたい。

不動産分譲 愛知県

〈参考資料〉

・信金中央金庫「中小企業景気動向調査」




